
様式３号 
                   契 約 の 内 容 
 
  施   設      名    福島地方環境事務所 

 業  務  名 令和８年度中間貯蔵施設設置に伴う用地補償説明業務 

 契 約 年 月 日  令和８年４月８日 

 契 約 方 法 随意契約 

 業 務 場 所 福島地方環境事務所 

 業 務 種 別 補償関係コンサルタント業務 

 契 約 業 者 名  一般社団法人日本補償コンサルタント復興支援協会 

 契約業者の住所 東京都港区虎ノ門一丁目１番２０号 

 工 期 （ 自 ）  令和８年４月８日 

 工 期 （ 至 ）  令和９年３月３１日 

 業 務 概 要 
中間貯蔵施設の設置に必要な土地及び物件等の取得に伴

う権利者への損失の補償等に関する用地補償説明等を行う

ものである。 

 契 約 金 額 金１２,３３４,６９９円（消費税込） 

 予 定 価 格 
 （随意契約の場合） 

金１２,３３４,６９９円（消費税込） 

 



様式７号 

随意契約理由書 

施設名：福島地方環境事務所 

 

工 事 名 令和８年度中間貯蔵施設設置に伴う用地補償説明業務 

契約業者 名  一般社団法人 日本補償コンサルタント復興支援協会 

随意契約理由 

本業務は、令和８年度の中間貯蔵施設の整備に必要な用地補

償等(地権者等３０名)に関する専門的かつ、高度な知識を有する

補償業務管理士（一般社団法人日本補償コンサルタント協会が

定める「補償業務管理士研修及び検定試験実施規定」第１４条

に基づく補償業務管理士登録台帳に登録された資格者）である

補償関連部門資格者等が、地権者等に対して土地・物件調書及

び補償内容の説明から契約の承諾及びその他の説明を行うた

め、全国に避難等している地権者またはその相続人等に対し、

各々一人あたり複数回の説明を短期間に集中的かつ、効率的に

機動力（複数の班体制）をもって実施することが求められる。

よって本業務を実施できる者が「一般社団法人 日本補償コンサ

ルタント復興支援協会」一者のみ又は複数者存在するかを確認

する必要があるため、参加者確認公募方式により募集を行っ

た。 

その結果、参加表明があったのは、「一般社団法人日本補償

コンサルタント復興支援協会」一者であり、同者が応募要件を

満たしていることが確認できたため、会計法第２９条の３第４

項に規定する「契約の性質又は目的が競争を許さない場合」に

該当することから、同者と随意契約を行うこととするものであ

る。 
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